

























 1.1 設立動機の集計結果 
 1.2 設立時出資者別の設立動機 
 1.3 設立動機「その他」記述内容の概要 
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という言葉を使用するものとする。以下、単に設立動機と言うときも、その延長にある目
的にもある程度の意識を向けているものと考えて頂きたい。 





















設立動機 件数 割合(%) 
公共の福祉のため 156 50.2 
地域を活性化するため 150 48.2 
自己価値を実現させるため（生きがいのため） 26 8.4 
雇用の機会を作るため 22 7.1 
優遇税制を受けるため 18 5.8 
寄付を受けやすくするため 12 3.9 
相続税対策のため 3 1.0 
融資を受けやすくするため 3 1.0 
生活をたてるため（生活の糧を得るため） 3 1.0 
その他 104 33.4 
（注 1）集計可能な調査票 326 件、有効回答 311 件、欠損値 15 件。 
（注 2）制限なしの複数回答であるため、件数を合計すると 311 件を超える。表中の割合




が 156 件、および地域を活性化するためという設立動機が 150 件という無難な回答結果で
 
                                                  
1 本調査は、拙稿「マネジメント・コントロールの法的構造」（法政大学イノベーション・マネジメント
研究センター、ワーキングペーパー No.135）に示した非営利組織における予算行動の実態調査に関する
研究の一部である。なお、統計処理については IBM SPSS Statistics を利用した。 
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るが、第 3 位に自己価値を実現させるため（生きがいのため）という回答が 26 件（8.4％）、
第 4 位に雇用の機会を作るためという回答が 22 件（7.1％）であった。もっとも非営利組
織では、ボランティア的な雇用が多く、労働市場に影響を与えるほどの人数を吸収できな
いであろう。 
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せるため（生きがいのため）」という設立動機は 26 件、全体の 8.4％と少なかった。生活
費を得るためであれ、生きがいであれ非営利活動を自分のために行っているというのは公
言しにくいのだろうか。 









































 13 12 5 2 1 0 2 35 156
地域を活性化す




13 14 1 1 2 1 0 1 5 26
雇用の機会を作
るため 12 15 1 3 1 0 0 0 1 22
優遇税制を受け
るため 5 7 1 3 5 0 0 0 3 18
寄付を受けやす
くするため 2 6 2 1 5 1 0 0 2 12
相続税対策のため 1 0 1 0 0 1 0 0 0 3
融資を受けやす




2 1 1 0 0 0 0 0  2 3
その他 35 36 5 1 3 2 0 1 2  104





 表 2 の見方であるが、「公共の福祉のため」という設立動機であれば、「地域を活性化す
るため」という設立動機を同時に選択している回答が 59 件あるということである。表 2
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のうち設立動機の間で特に関係性があるもの（設立動機間でクロス集計を行い、カイ 2 乗
検定で 5％水準で有意と判断されたもの）について、調整済み残差を以下の表 3 に示して





の 5 つである。 




















地域を活性化するため 負 -3.7 公共の福祉のため 
優遇税制を受けるため 
正 5.4 寄付を受けやすくするため 





負 -2.4 公共の福祉のため 
相続税対策のため 正 2.7 寄付を受けやすくするため 
（注）組み合せのパターンは 5 つであるが、設立動機同士のクロス集計のため 1 つの組み合わせ
につき 2 回表示されている。設立動機間のクロス集計によるカイ 2 乗値等は以下のとおり

















































営利企業 38 38 3 7 6 2 0 2 1 21 5 84
(45.2) (45.2) (3.6) (8.3) (7.1) (2.4) (0.0) (2.4) (1.2) (25.0) (6.0) 
国 3 6 1 2 2 2 0 1 1 3 1 12
(25.0) (50.0) (8.3) (16.7) (16.7) (16.7) (0.0) (8.3) (8.3) (25.0) (8.3) 
地方自治体 83 95 10 12 8 6 0 2 1 47 3 168
(49.4) (56.5) (6.0) (7.1) (4.8) (3.6) (0.0) (1.2) (0.6) (28.0) (1.8) 
非営利組織 37 32 3 7 4 2 0 1 1 24 4 71
(52.1) (45.1) (4.2) (9.9) (5.6) (2.8) (0.0) (1.4) (1.4) (33.8) (5.6) 
創設者及び
その親族 
13 15 5 2 4 2 3 0 0 12 5 37
(35.1) (40.5) (13.5) (5.4) (10.8) (5.4) (8.1) (0.0) (0.0) (32.4) (13.5) 
地方資産家
（有力者） 
2 4 1 0 0 0 0 0 0 2 0 6
(33.3) (66.7) (16.7) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (33.3) (0.0) 
その他 42 37 8 6 2 2 0 1 0 45 4 90
(46.7) (41.1) (8.9) (6.7) (2.2) (2.2) (0.0) (1.1) (0.0) (50.0) (4.4) 
出資者無回答 5 3 0 0 1 1 0 0 0 3 0 9
(55.6) (33.3) (0.0) (0.0) (11.1) (11.1) (0.0) (0.0) (0.0) (33.3) (0.0) 
列合計 156 150 26 22 18 12 3 3 3 104 15 477512 
（注 1）集計可能な調査票 326 件。行項目（設立時出資者）は上位 3 つまでの制限付き複数回答、列項目
（設立動機）は制限なしの複数回答。カイ 2 乗値 134.026、自由度 70、有意確率 0.000（行項目、
列項目ともに無回答の件数を除く）、カイ 2 乗検定は 0.05 水準において有意。ただし、20％以上
が 5 未満の期待セル度数を持つ。 
（注 2）（  ）内は、各行の出資者を 100 としたときの割合（％）である。 
（出所）筆者作成。 
 
 営利企業から地方資産家（有力者）までの設立時出資者ごとの設立動機の選択を表 4 に
示した。これらの選択回答数に特徴があるのかどうか、特徴が出ている箇所（設立時出資
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たてるため（生活の糧を得るため）」という資金面を問題にする設立動機を選ぶ傾向が強
いという結果である。先の表 4 で出資者別の割合を確認してみると、出資者が国のときの
























正 3.4 地域を活性化するため 
負 -2.0 その他 
創設者及びその親族 正 5.1 相続税対策のため 
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14 15 3 0 3 0 0 0 0 15 1 36
(38.9) (41.7) (8.3) (0.0) (8.3) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (41.7) (2.8) 
特例財団法人 
62 51 7 8 4 4 0 1 1 28 2 110
(56.4) (46.4) (6.4) (7.3) (3.6) (3.6) (0.0) 0.9) (0.9) (25.5) (1.8) 
一般社団法人 
14 10 2 3 0 1 0 0 1 10 0 24
(58.3) (41.7) (8.3) (12.5) (0.0) (4.2) (0.0) (0.0) (4.2) (41.7) (0.0) 
一般財団法人 
16 19 3 5 3 2 1 1 1 13 0 34
(47.1) (55.9) (8.8) (14.7) (8.8) (5.9) (2.9) (2.9) (2.9) (38.2) (0.0) 
公益社団法人 
7 8 2 3 0 0 0 0 0 5 4 19
(36.8) (42.1) (10.5) (15.8) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (26.3) (21.1) 
公益財団法人 
38 42 7 2 8 5 2 1 0 30 7 93
(40.9) (45.2) (7.5) (2.2) (8.6) (5.4) (2.2) (1.1) (0.0) (32.3) (7.5) 
組織形態「その
他」 
1 2 1 1 0 0 0 0 0 2 1 4
(25.0) (50.0) (25.0) (25.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (50.0) (25.0) 
組織形態無回
答 
4 3 1 0 0 0 0 0 0 1 0 6
(66.7) (50.0) (16.7) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (16.7) (0.0) 
列合計 156 150 26 22 18 12 3 3 3 104 15 326512 
（注 1）集計可能な調査票 326 件。行項目（組織形態）は単一回答、列項目（設立動機）は制限なしの複
数回答。カイ 2 乗値 56.744、自由度 60、有意確率 0.595（＞0.05）。ただし、20％以上のセルが
5 未満の期待度数である。 
















 また参考までに、法人の設立年ごとに集計した設立動機の分布状況を表 8 に纏めておく。
法人の設立年と設立動機では、「優遇税制を受けるため」という設立動機との間にやや特徴が
見られた。設立年の区間でいうと 1930～1934 年、1995～1999 年、2010 以降の区分において、
その他の設立年よりも「優遇税制を受けるため」という設立動機を多く選ぶ傾向があった2。 
 
                                                  
2 「法人の設立年」と設立動機「優遇税制を受けるため」のクロス集計では、カイ 2 乗値 37.471、自由
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1919 年以前 1 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 4(25.0) (50.0) (25.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (25.0) (0.0) 
1920～24 年 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 0 4(0.0) (25.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (75.0) (0.0) 
1925～29 年 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1(100.0) (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
1930～34 年 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2(0.0) (50.0) (0.0) (0.0) (50.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (50.0) 
1935～39 年 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1(0.0) (0.0) (0.0) (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
1940～44 年 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2(100.0) (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
1945～49 年 11 3 1 0 0 0 0 0 1 7 0 14(78.6) (21.4) (7.1) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (7.1) (50.0) (0.0) 
1950～54 年 7 5 2 1 1 0 1 0 1 5 2 14(50.0) (35.7) (14.3) (7.1) (7.1) (0.0) (7.1) (0.0) (7.1) (35.7) (14.3) 
1955～59 年 4 5 2 0 0 0 0 0 1 9 0 16(25.0) (31.3) (12.5) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (6.3) (56.3) (0.0) 
1960～64 年 8 10 3 2 1 3 0 0 0 7 1 21(38.1) (47.6) (14.3) (9.5) (4.8) (14.3) (0.0) (0.0) (0.0) (33.3) (4.8) 
1965～69 年 6 11 0 1 0 0 0 0 0 5 0 17(35.3) (64.7) (0.0) (5.9) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (29.4) (0.0) 
1970～74 年 17 12 1 4 3 3 1 0 0 11 3 36(47.2) (33.3) (2.8) (11.1) (8.3) (8.3) (2.8) (0.0) (0.0) (30.6) (8.3) 
1975～79 年 16 7 1 0 1 0 0 0 0 10 1 27(59.3) (25.9) (3.7) (0.0) (3.7) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (37.0) (3.7) 
1980～84 年 17 20 3 3 0 0 0 1 0 13 3 40(42.5) (50.0) (7.5) (7.5) (0.0) (0.0) (0.0) (2.5) (0.0) (32.5) (7.5) 
1985～89 年 24 22 2 4 3 1 0 2 0 12 2 44(54.5) (50.0) (4.5) (9.1) (6.8) (2.3) (0.0) (4.5) (0.0) (27.3) (4.5) 
1990～94 年 23 25 5 4 3 2 1 0 0 13 0 45(51.1) (55.6) (11.1) (8.9) (6.7) (4.4) (2.2) (0.0) (0.0) (28.9) (0.0) 
1995～99 年 8 8 3 2 3 1 0 0 0 2 1 13(61.5) (61.5) (23.1) (15.4) (23.1) (7.7) (0.0) (0.0) (0.0) (15.4) (7.7) 
2000～04 年 5 7 0 0 0 0 0 0 0 5 0 11(45.5) (63.6) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (45.5) (0.0) 
2005～09 年 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3(33.3) (66.7) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) 
2010 年以降 1 2 0 0 1 1 0 0 0 1 0 3(33.3) (66.7) (0.0) (0.0) (33.3) (33.3) (0.0) (0.0) (0.0) (33.3) (0.0) 
設立年無回答 4 4 2 0 1 1 0 0 0 0 1 8(50.0) (50.0) (25.0) (0.0) (12.5) (12.5) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (12.5) 
列合計 156 150 26 22 18 12 3 3 3 104 15 326512 
（注 1）集計可能な調査票 326 件。行項目（法人の設立年）は単一回答、列項目（設立動機）は制限なし
の複数回答。 
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機は、アンケート調査時に想定される回答として予め用意した選択肢である。9 つの選択
肢に該当しないときは、「その他」欄へ記述回答することになっているが、本章 1.の冒頭









 表 9 は、「その他」記述欄に記述回答をした法人が、予め用意された 9 つの選択肢をど
の程度同時に選んでいるのかという回答の組み合わせを示したものである。「公共の福祉の
ため」または「地域を活性化するため」という設立動機を同時に選択しているケースが非
常に多く見られ、それぞれ記述回答 104 件のうち、35 件（33.7％）と 36 件（34.6％）で
ある。なお、この 35 件あるいは 36 件のうち 13 件が、「公共の福祉のため」及び「地域を
活性化するため」という設立動機を両方とも選択している。他の「自己価値を実現させる
ため（生きがいのため）」以下 7 つの設立動機を同時選択しているケースは僅かである。 
 





























35 36 5 1 3 2 0 1 2 
有効回答
311 件 
156 150 26 22 18 12 3 3 3 
（注）本設問は制限なしの複数回答の設問。「その他」欄に記述回答のみを行い、予め用意された 9 つの



















































                                                  
3 多くの自治体の財政は悪化している。平成 23 年度決算に基づく実質公債費比率を見ると、地方債の起
債に当たり許可が必要となる 18％を超えている自治体は、都道府県では北海道、徳島県、岐阜県、兵庫
県、富山県、大阪府、青森県の７団体、政令指定都市では千葉市の 1 団体、市区 45 団体、町村 61 団体
の合計 114 団体である。政令指定都市については、18％に到達しないまでも、横浜市、広島市、福岡市、
岡山市などで比率が高くなっている（総務省『平成 25 年版地方財政白書』平成 25 年 3 月）。 
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2.1 公益事業（目的活動） 
 公益事業については、表 10 にあるように 21 の活動分野（「その他」を含む）を設定し
ている4。各分野について件数のバラツキはあるが、全くゼロという分野はなかった。最も
件数が多かったのは、「学術、学会、研修会、研究開発、技術開発、情報技術、研究所」と







１. 学術、学会、研修会、研究開発、技術開発、情報技術、研究所 82 25.4
２. 施設の貸与 72 22.3
３. まちづくり、地域の安全・防災活動 51 15.8
４. 自然環境の保全、公害の防止等 48 14.9
５. 美術館、博物館、展覧会、図書館等の文化施設の運営、文化財の収集・保護 46 14.2
６. 経済活動・産業の支援・振興、金融・保険の助成 45 13.9
７. 学校教育、学習支援、資格の付与 37 11.5
８. 伝統芸能の継承、演劇・音楽・映画祭などの開催 36 11.1
９. 医療、保健衛生 35 10.8
10. 体育、レクリエーション 34 10.5
11. 児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉、一人親家庭への支援、妊産婦の支援、傷病者の援護等 32 9.9
12. 国際交流、国際協力 29 9.0
13. 農林水産業の保護・育成 27 8.4
14. 育英、奨学 22 6.8
15. 家庭生活の支援、子育て支援、家庭環境・生活環境の整備 18 5.6
16. 職業訓練、就労の支援・相談、職業訓練のための講習会 18 5.6
17. 観光、レジャー 15 4.6
18. 報道（テレビ、ラジオ、インターネット、新聞雑誌等）、図書・雑誌等の出版 7 2.2
19. 政治、行政 5 1.5
20. 宗教 1 0.3
21. その他 42 13.0
（注 1）集計可能な調査票 326 件、有効回答 323 件、欠損値 3 件、3 つまでの制限付き複数回答。表中の
割合は、有効回答 323 件に占める各項目件数の割合である。「9. 医療・保健衛生」という事業









                                                  
4 公益事業の分類は、以下の各種資料を参照して要約した。特定非営利活動促進法（平成 10 年 3 月 25
日法律第 7 号）別表第 2 条関係の特定非営利活動分野;内閣府編『平成 23 年度特例民法法人白書（旧公益
法人白書）』2011 年 11 月、p.17 の図表「公益法人の設立目的別法人数」、p.18 の図表「事業種類別法人
数」；公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 2 条第 4 項に関して、内閣府公益認定等
委員会策定「公益目的事業のチェックポイントについて」；総務省、第三セクターの状況に関する調査結
果、平成 23 年、p.4「業務分野の分類」。 
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正 優遇税制を受けるため[2.1] 営利企業[2.4] 
国    [3.4] なし なし なし 
負 公共の福祉のため[-2.1] 地方自治体[-2.2] なし なし なし 
2.施設の貸与 
正 公共の福祉のため[2.4] 
地域を活性化するため[2.2] 地方自治体[5.2] 公益財団法人[2.5] 財団 
[2.7] 
1990～94 年[5.1] 
負 なし 営利企業[-3.4] 
非営利組織[-2.9] なし なし 
3.まちづくり なし なし なし なし なし なし 














正 地域を活性化するため[3.6] 営利企業[3.2] 

















負 なし 地方自治体[-3.8] なし なし 
8.伝統芸能 
正 なし 地方自治体[3.1] 特例財団法人[2.0] 財団 
[3.2] 
なし 
負 なし なし 特例社団法人[-2.2] なし 
9.医療保健 
正 公共の福祉のため[3.7] なし なし なし 1945～50 年[4.8] 
負 地域を活性化するため[-3.9] 地方自治体[-2.9] なし なし 1990～94 年[-2.0] 
10.体育レク 
正 自己価値を実現させるため(生き















なし なし なし なし 
12.国際交流 負 公共の福祉のため[-2.3] なし なし なし なし 
13.農林水産
業 
正 なし 非営利組織[5.0] なし 社団 
[2.6] 
なし 
負 公共の福祉のため[-3.5] なし なし なし 
14.奨学 負 なし 地方自治体[-3.7] なし なし なし 
15.生活支援 正 生活をたてるため(生活の糧を得











負 なし 地方自治体[-2.5] なし なし 
17.観光 正 融資を受けやすくするため[2.3] 地方自治体[2.5] なし なし なし 
18.報道出版 なし なし なし なし なし なし 
19.政治行政 正 寄附を受けやすくするため[2.2] 非営利組織[2.5] なし なし なし 
20.宗教 正 相続税対策のため[10.1] 創設者及びその親族[2.7] なし なし なし 
（注）［ ］内は調整済み残差。公益事業の分野と各項目とのクロス集計によるカイ 2 乗値等は省略。法





























の 5 分野という結果である。「7. 学校教育、学習支援、資格の付与」と「16. 職業訓練、
就労の支援・相談、職業訓練のための講習会」という事業分野は、活動面から見た設立動
機、資金を問題とする設立動機の両方が関係していた。なおこれ以降、本文中では、各公
益事業の分野について、表 11 のように一部省略して表記するものとする。 
 設立時出資者との関係では、「地方自治体」との関連が最も強かった。地方自治体が出資
している法人では、「2. 施設の貸与」「5. 美術館・博物館運営」「8. 伝統芸能」「10. 体育
レク」「17. 観光」という公益事業分野を選択することが多く、「1. 学術研究」「7. 教育学
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 組織形態については、特例か一般か公益か5によって公益事業の分野と顕著な関連は見い
だせなかったが、社団形態か財団形態かでいうと、社団法人（特例社団法人、一般社団法
人、公益社団法人）では、「4. 環境」「7. 教育学習」「13. 農林水産業」「16. 職業訓練」と
いう公益事業の分野を選択することが多く見られ、また財団法人（特例社財団人、一般財
団法人、公益財団法人）では、「2. 施設の貸与」「5. 美術館・博物館運営」「8. 伝統芸能」
「10. 体育レク」という公益事業の分野が選択される傾向にあった。法人の設立年区分（5
年刻み）では、設立年区分 1990 年から 1994 年に設立された法人と、公益事業分野との間





 最後に、1990 年から 1994 年に設立された法人は、「5. 美術館・博物館運営」という公







 つぎに、収益事業に関する回答は、集計可能な調査票 326 件のうち有効回答 326 件、欠






表 12 のようになり、「5. 美術館・博物館運営」という公益事業を実施しているときの収
益事業の実施割合（65.2％）が最も高いことがわかる。次いで、「2. 施設の貸与」と続く。
公益事業の分野それぞれについて、収益事業の実施の有無と強い関連があると認められる



















１.学術研究 36 43.9 82
２.施設の貸与 46 63.9 72
３.まちづくり 28 54.9 51
４.環境 29 60.4 48
５.美術館・博物館
運営 30 65.2 46
６.経済産業 19 42.2 45
７.教育学習 21 56.8 37
８.伝統芸能 21 58.3 36
９.医療保健 11 31.4 35
10.体育レク 21 61.8 34
11.福祉 13 40.6 32
12.国際交流 9 31.0 29
13.農林水産業 13 48.1 27
14.奨学 8 36.4 22
15.生活支援 11 61.1 18
16.職業訓練 6 33.3 18
17.観光 9 60.0 15
18.報道出版 2 28.6 7
19.政治行政 2 40.0 5
20.宗教 0 0.0 1
21.その他 23 54.8 42
（出所）筆者作成。 
 
 表 13 に、公益事業の分野も含めて、設立動機、設立時出資者、組織形態、設立年区分
について、収益事業の実施の有無と関連のある要素を纏めている。表 13 は、収益事業を





















公益事業の分野 設立動機 設立時出資者 組織形態 
設立年
区分 
正 2.施設の貸与[3.1] 5.美術館・博物館運営[2.5] 
地域を活性化するため[2.3] 
優遇税制を受けるため[2.4] 地方自治体[2.8] なし なし 
負 9.医療保健[-2.1] 自己価値を実現させるため(生きがいのため)[-2.0] 
創設者及びその親族
[-3.1] 
公 益 財 団 法 人
[-2.3] なし 
（注）[ ]内は調整済み残差。収益事業の有無と各要素のクロス集計によるカイ 2 乗値等は以下のとおり


















いる。先述した表 11 においても設立年区分と「5. 美術館・博物館運営」と地方自治体に






うと、地方自治体が出資者となっている法人では、総数 168 件のうち 93 件（55.4％）が
収益事業を実施しているということであるが、創設者及びその親族が出資者となっている
法人では総数 37 件のうち 9 件（24.3％）と収益事業への取り組みは僅かである。 
















営利企業 38 45.2 -0.6 84 
国 6 50.0 0.1 12 
地方自治体 93 55.4 2.8 168 
非営利組織（助成団体を含む） 31 43.7 -0.8 71 
創設者及びその親族 9 24.3 -3.1 37 
地方資産家（有力者） 5 83.3 1.8 6 










特例社団法人 21 58.3 1.3 36 
特例財団法人 52 47.3 -0.1 110 
一般社団法人 15 62.5 1.5 24 
一般財団法人 21 61.8 0.7 34 
公益社団法人 7 36.8 -1.0 19 
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